
PEST分析レポート：司法書士業界

（5年後の未来予測含む） 

【業界概要】 

業界名：司法書士業 

事業内容：不動産登記（売買・相続・贈与・新築等）、商業登記（設立・役員変更等）、

裁判所提出書類作成、成年後見制度の利用支援などを行う士業。 

主な課題：人材育成の難しさ、司法書士報酬の長期的な据え置き、制度理解の広がり不

足。 

【PEST分析】 

P（政治的要因） 

- 法改正：相続登記の義務化（2024 年施行）により一定の業務増が見込まれる一方、法

務局の電子化が進むことで業務の効率化・競争激化の可能性。 

- 地方自治体の政策：空き家対策や移住支援による登記関連業務が地方で増加する可能

性。 

- 補助金制度：中小事業者への DX 推進補助金が司法書士事務所にも波及すれば、業務

効率化が進む契機に。 

- 地政学的リスク：不動産投資家の動きが鈍ることで登記件数減少のリスク。 

- 政治的不安定化：信託や成年後見制度への信頼低下が発生するリスク。 

E（経済的要因） 

- 金利・為替：不動産取引の減少と連動して登記案件の減少が懸念される。 

- 価格競争：報酬水準が据え置かれている中で、価格競争に陥る可能性がある。 

- ニッチ指標：高齢者の資産移転ニーズが高まり、相続・贈与登記ニーズは一定の維持

が予測される。 

- 物価上昇：報酬は据え置きの一方で運営コスト（家賃、人件費、IT コスト）は上昇し、

利益圧迫。 

S（社会的要因） 

- 高齢化：相続・成年後見・遺言関連の需要は今後も増加傾向。 

- Z 世代の価値観：不動産保有志向の低下により、将来的な登記案件減少の可能性。 

- ジェンダー意識：女性司法書士の増加と顧客の多様化。 

- 社会的空気感：リーガルアクセスの民主化が進み、無料相談・価格透明化が強く求め

られる。 



- 地方と都市の乖離：地方では空き家問題や相続未登記がより顕著になり、業務機会と

なる一方、都市部ではオンライン化の競争激化が進行。 

T（技術的要因） 

- AI 活用：契約書作成補助、定型書類作成などに AI が導入され、時間短縮・差別化の

カギに。 

- クラウド：業務管理、顧客管理のクラウド化が進み、セキュリティ対応が課題に。 

- 法務局のオンライン申請システム高度化：登記申請の自動化が進むと、個人でも一部

対応可能になり、業務の再定義が必要に。 

- 関連業界技術：不動産 Tech や FinTech 企業によるオンライン登記代行の影響が拡大す

る可能性。 

【5年後の未来仮説と影響予測】 

1. AI による「文書作成補助機能」の普及が進み、登記書類や簡易な訴訟書類の自動作成

が一般化。 

 →司法書士は専門性の高度化、コンサル型サービスへのシフトが不可避。 

2. 国主導の DX 推進により、全ての登記申請がオンライン完結型へ。 

 →中小規模事務所の IT 対応格差が拡大、淘汰圧力。 

3. 不動産保有構造の変化（共有持分や投資型物件の増加）により、複雑な登記案件が増

加。 

 →高度な専門性を持つ司法書士への集中が進む。 

4. 成年後見制度の抜本的見直しにより、新たな法制度下での業務再構築が求められる。 

5. ChatGPT のような生成 AI との連携による「顧客との一次対応の自動化」が当たり前

に。 

 →顧客対応のデジタル化による働き方改革が進む。 


